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要 旨

本研究の目的は，小児科外来の看護職による育児支援の実施と関連要因を明らかにすることである．郵送法によ

る質問紙調査を３５０人に行い，１７８人（５０．９％）の有効回答を得た．育児支援の内容として設定した８つの領域のう

ち，小児科外来の看護職が最も多く実施していた領域は，【母親を受容するための支援】であり，最も少なく実施

していた領域は，【他機関との連携・母親に対するサポートの場や情報の提供】であった．職位が管理職・責任者，

子育て経験者，児童虐待事例との関わりの経験者，病院の勤務者，児童虐待予防の対応方法が整備されている病院

の勤務者，育児支援および児童虐待予防の研修会への参加経験者，児童虐待予防の書籍や手引書を読んだ経験のあ

る者，児童虐待予防への関心がある者が育児支援を有意に多く行っていた．小児科外来での育児支援を推進するた

めに，児童虐待予防や育児支援に関する研修の機会を充実させる必要性が示唆された．
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Ⅰ．はじめに

子育て家庭への支援として，地域では新生児訪問指

導やこんにちは赤ちゃん事業などが行われているが，

小児医療にも疾患の診断や治療だけでなく，乳幼児の

発育・発達の評価や育児上の問題に関する相談など，

子育てに不安を抱える両親の要請にこたえることが期

待されている（厚生労働省，２０００；及川，２００９）．乳

幼児の医療機関への受療率は増加状況にあり（厚生労

動省，２０１３），乳幼児健診の委託を受けている医療機

関があることから，小児科外来は子育て中の母親に

とって重要な育児支援の場である（大井，２００９）．

先行研究を概観したところ，医療機関の看護職によ

る育児支援の取り組みに関する研究は，助産師や

NICUの看護師によるものが多く，母乳育児支援，ハ
イリスクな母子への退院後の電話相談や他機関との連

携などの報告である．医療機関の育児支援を調査した

研究では，伊庭らが，病棟と外来看護師を含めた育児

支援の実態調査（伊庭・堂前・小川・中村，２００３）を

行っているが，小児科外来の調査は，乳幼児健診を評

価したもの（鉾之原・武井・山下・白水・折田，２００８）

や，小児科外来の実態調査（堀・関・奈良間，２００２）

の中で一部育児支援について触れられているものなど

に限られていた．伊庭らの調査（伊庭他，２００３）では，

病棟看護師に比べ外来看護師は育児支援を実施してい

ないことが明らかになっているが，育児支援の実施に

関連する要因は明らかにされていない．

小児科外来に育児支援の役割が期待されるなかで，

小児科外来を対象にした育児支援の調査は行われてお

らず，小児科外来の看護師の育児支援の実施状況と関

連要因を検討することは，今後の小児科外来での育児

支援を推進するうえで役立つと考える．そこで本研究

では，小児科外来の看護職による育児支援の実施状況

と実施に関連する要因を明らかにすることを目的とし

た．

なお，本研究では，育児支援を「母親が子どもを育

てるうえで必要としている援助を見極めるためのアセ

スメントおよび援助」と操作的に定義した．また，小

児科外来の看護職を「乳幼児に関わる機会の多い小児

科および乳幼児健診を実施している病院や診療所の外

来の看護職」と操作的に定義した．

Ⅱ．研究方法

１．研究対象者

調査対象は，核家族世帯や転出入者が多く，比較的

身近な人からのサポートを受けることが少ないと考え

られるＡ市とその近郊の市町村に所在する小児科外来

を有する病院および診療所に勤務する看護職とした．

病院には事前に看護部長に電話で研究主旨を説明し，

承諾が得られた３５施設の病院には対象となる看護職の

人数分を，診療所には，少なくとも２名以上の看護職

が在籍していると想定し，９１施設の診療所に２部ず

つ，研究の概要，無記名自記式質問紙，返信用封筒を

郵送した．なお，調査は平成２２年７月から８月までに

実施した．
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２．調査項目と測定方法

１）育児支援の実施状況

本研究では，小児に関わる看護職に行った育児支援

についての調査（伊庭他，２００３；小川・伊庭・堂前・

中村，２００４）と乳幼児の母親に行った調査（高橋，

１９９９；堂前・小川・伊庭・中村，２００４）を参考にし

て，育児支援の内容を検討した．また，これらの育児

支援の内容の妥当性を高めるために，小児看護学研究

者４名と小児科外来の勤務経験のある看護師２名で，

看護師が外来で実施可能な「育児支援」の内容となっ

ているか吟味した．

育児支援の内容として，①【子どもの成長・発達の

アセスメント】４項目，②【母親を支援するためのア

セスメント】７項目，③【母親を受容するための支援】

６項目，④【母親の自信を促すための支援】５項目，

⑤【親子の関係性発達のための支援】３項目，⑥【具

体的な育児方法の情報提供と教育】５項目，⑦【子ど

もの体調に合わせた育児方法の情報提供と教育】７項

目，⑧【他機関との連携，母親に対するサポートの場

や情報提供】７項目の計８領域４４項目を設定し，「必

ず行う」「時々行う」「あまり行わない」「全く行わな

い」の４段階で実施の程度を尋ねた．

２）関連要因

� 対象者および職場の特性

性別，年齢，看護経験年数，小児看護経験年数，外

来看護経験年数，勤務場所，勤務形態，職位，専門資

格，専門学歴，子育て経験，児童虐待事例と関わった

経験を質問した．

職場の特性として，施設の種類，１日に受診する小

児の平均患者数，小児科外来看護職の配置人数，児童

虐待予防の対応方法の整備がされているかを質問した．

� 育児支援に関する知識

看護専門教育で育児支援について授業を受けたか，

看護専門教育で児童虐待予防について授業を受けたか

と尋ね，それぞれ「受けた」「覚えていない」「受けな

い」の３択で回答を得た．また，育児支援に関する研

修会および児童虐待予防に関する研修会に参加したこ

とがあるかについて，それぞれ「外部の研修会に参

加」「病院内の研修会に参加」「参加したことはない」

の複数回答で尋ね，分析の際には外部および病院内の

両方もしくはいずれかの研修会に参加した場合に「参

加したことがある」とした．さらに，児童虐待予防の

書籍や手引き書を読んだことがあるかと尋ね，「あ

る」「ない」で回答を得た．

� 育児支援に関する認識

外来での育児支援を必要と思うか，外来での母親へ

の支援を必要と思うかについて，「とても必要と思

う」「少し必要と思う」「あまり必要と思わない」「全

く必要と思わない」の４段階で回答を得た．また，育

児支援に関心があるか，児童虐待予防に関心があるか

について，「とても関心がある」「少し関心がある」

「あまり関心がない」「全く関心がない」の４段階で

回答を得た．

３．データ分析方法

まず記述統計を実施した．次に育児支援の内容とし

て設定した計８領域４４項目について得た各項目の回答

を，「必ず行う（４点）」「時々行う（３点）」「あまり

行わない（２点）」「全く行わない（１点）」と配点し，

得点が高いほど育児支援の実施程度が多いことを示す

ように数値化した．さらに，領域ごとに１項目あたり

の得点の平均値を算出し実施程度を比較するととも

に，すべての領域の合計点を算出した．育児支援の実

施程度に関連する要因を分析するために，すべての領

域の合計点と対象者の年齢，経験年数，患者数，看護

職の配置人数との Spearman相関係数を算出した．
その他の変数との関連を分析するために，３群の比

較には Kruskal�Wallis検定，２群の比較にはMann�
WhitneyのＵ検定を用いた．解析には，統計パッケー
ジソフト SPSS１５．０ J for Windowsを用い，有意水準
は両側５％とした．

４．倫理的配慮

調査は北海道医療大学大学院看護福祉学研究科倫理

委員会の承認を得て実施した．調査対象者には，文書

により研究の概要，個人情報の保護，研究参加の任意

性などについて説明した．

Ⅳ．結果

配布した質問紙の総数３５０部のうち１８５部（回収率

５２．９％）が回収され，そのうち育児支援の実施状況を

尋ねた項目に著しく欠損のあった７部を除き，１７８部

（有効回答率５０．９％）を分析対象とした．

１．対象者および職場の特性（表１）

返送のあった看護職は，全員女性で，年齢４３．３±

９．３歳，看護経験年数１８．３±９．５年，小児看護経験年数

８．２±６．９年，外来看護経験年数８．８±７．１年であった．

勤務場所は，１３５名（７７．１％）が小児科外来または産

科外来であり，勤務形態は，常勤１１８名（６７．４％）で，

職位は，スタッフ１５２名（８６．４％）であった．専門資

格は，看護師１１９名（６８．０％）で，専門学歴は，短大

および専門学校卒が１５８名（９０．３％）であった．また，

子育て経験がある人は１４８名（８４．１％），児童虐待ケー

スに関わった経験のある人は６５名（３７．１％）であった．

対象者の職場の特性では，病院が１０３施設（５７．９％）

で，１日に受診する小児の平均患者数は５７．２±２９．８名，

小児科外来の看護職の配置人数３．９±２．６名で，児童虐

待予防の対応方法を整備している施設は７４施設（４２．８
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％）であった．なお，児童虐待予防の対応方法を整備

している割合は，病院５６施設（３２．４％）のほうが診療

所１８施設（１０．４％）よりも有意に多かった（p＝．０１）．

２．対象者の育児支援に関する知識および認識

看護専門教育で育児支援について授業を受けたと回

答した人は５４名（３０．７％），児童虐待予防について授

業を受けたと回答した人は２３名（１３．１％）であった．

育児支援に関する研修会に参加した人は３４名（１９．２

％）で，児童虐待予防に関する研修会に参加した人は

２７名（１５．２％）であった．また，児童虐待予防の書籍

や手引き書を読んだ人は８２名（４６．３％）であった（表

２）．

外来での育児支援を必要と思う人は１７２名（９６．６％）

であり，外来での母親への支援について１７４名（９７．８

％）が「必要と思う」と回答した．また，育児支援に

対しては１７０名（９５．５％），児童虐待予防については１７５

名（９８．３％）が「関心がある」と回答した．

項 目 n（％）１） mean �SD
８領域の育児支援の合計点２）

中央値（２５％，７５％） 相関係数 p 値
年齢（歳） ４３．３±９．３ ．０１５ ．８４９ ３）

看護経験年数 １８．３±９．５ ．０７８ ．３２２ ３）

小児看護経験年数 ８．２±６．９ ．０８４ ．２９５ ３）

外来看護経験年数 ８．８±７．１ ．０８９ ．２６５ ３）

勤務場所

小児科・産科外来専従 １３５（７７．１） １２４（１１３，１３６）
．５０９ ４）

他外来・病棟と兼務 ４０（２２．９） １２８（１１４，１４１）

勤務形態

常勤 １１８（６７．４） １２５（１１３，１３６）
．９３６ ４）

非常勤 ５７（３２．６） １２４（１１４，１３５）

職位

管理者・責任者 ２４（１３．６） １４２（１２０，１５３）
．０１０ ４）

スタッフ １５２（８６．４） １２３（１１３，１３４）

専門資格

看護師 １１９（６８．０） １２４（１１４，１３６）

准看護師 ４０（２２．９） １２３（１１１，１３５） ．２７２ ５）

助産師・保健師 １６（９．１） １３１（１１９，１４０）

専門学歴

短大・専門学校 １５８（９０．３） １２４（１１３，１３６）
．０９７ ４）

大学卒以上 １７（９．７） １３２（１１９，１４０）

子育て経験

ある １４８（８４．１） １２６（１１４，１３８）
．０４５ ４）

なし ２８（１５．９） １２１（１１１，１３０）

児童虐待事例と関わった経験

ある ６５（３７．１） １３０（１１８，１４０）
．００３ ４）

なし １１０（６２．９） １２２（１１１，１３４）

施設の種類

病院 １０３（５７．９） １２９（１１６，１３９）
．０３６ ４）

診療所 ７５（４２．１） １２３（１１１，１３２）

１日に受診する小児の平均患者数（人） ５７．９±２９．８ �．０８４ ．３０４ ３）

小児科外来の看護職の配置人数（人） ３．９±２．６ ．０１０ ．９００ ３）

児童虐待予防の対応方法の整備

あり ７４（４２．８） １２９（１１７，１４０）
．０１４ ４）

なし ９９（５７．２） １２２（１１２，１３４）

表１ 対象者と職場の特性
N＝１７８

［注］ １）欠損値を除く合計を１００％とした
２）８領域計４４項目の育児支援をどの程度行うかについて４段階で得た回答を数値化し，集計した
（１：全く行わない ２：あまり行わない ３：時々行う ４：必ず行う）

３）Spearman相関係数
４）Mann�WhitneyのＵ検定
５）Kruskal�Wallis検定
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３．育児支援の実施状況

８つの領域別に育児支援の実施状況を比較するため

に，１項目あたりの得点の平均値を算出した．育児支

援の実施の程度は，【母親を受容するための支援】（平

均値：３．６），【母親の自信を促すための支援】（平均

値：３．４），【子どもの体調に合わせた育児方法の情報

提供と教育】（平均値：３．０），【親子の関係性発達のた

めの支援】（平均値：２．９），【子どもの成長・発達のア

セスメント】（平均値：２．９），【母親を支援するための

アセスメント】（平均値：２．７），【具体的な育児方法の

情報提供と教育】（平均値：２．４），【他機関との連携・

母親に対するサポートの場や情報提供】（平均値：

１．９）であった．また，８つの領域別に各項目の実施

状況を示した（図１－１，図１－２）．

４．育児支援の実施に関連する要因

育児支援の実施の程度との関連をみたところ，対象

者の特性では，管理者・責任者（p＝．０１０），子育て
経験あり（p＝．０４５），児童虐待事例と関わった経験
あり（p＝．００３）と回答した人が有意に育児支援を多
く実施していた（表１）．また，職場の特性では，病

院勤務（p＝．０３６），児童虐待予防の対応方法の整備
がされている施設（p＝．０１４）に勤務していると回答
した人が有意に育児支援を多く実施していた（表１）．

育児支援に関する知識では，育児支援の研修会に参加

した経験あり（p＝．００１），児童虐待予防についての
研修会に参加した経験あり（p＝．０３０），児童虐待予
防の書籍や手引書を読んだことがあり（p＝．００１）と
回答した人が有意に育児支援を多く実施していた（表

２）．なお，育児支援に関する認識の各項目は，回答

の偏りが大きかったため，実施している育児支援の程

度との関連をみるための検定を実施しなかった．

Ⅴ．考察

１．小児科外来で行っている育児支援の実施状況

小児科外来の看護職は，［こちらから声をかける］，

［がんばりを認める］，［ねぎらう・ほめる言葉かけを

する］などの【母親を受容するための支援】や【母親

の自信を促すための支援】の支援を最も行っていた．

筆者（齊藤，２０１３）による調査では，育児支援を行っ

ているという認識がない看護職も，看護師から声をか

け，母親のがんばりを認めるなどの支援を行ってい

た．これらは，アセスメントを必要としない支援であ

り，小児科領域に限らず，どの看護職も対人援助の基

本となっているため行っていたと考える．一方，【母

親を受容するための支援】の中で，［育児方針や育児

への思いを受け止める］だけに，必ず行うという回答

が２２．６％と少なかった．この理由として【母親を支援

するためのアセスメント】の［育児方針や育児への思

いの確認］という項目は，必ず行う人が６．８％であっ

たことが関係しており，アセスメントを必要とする支

援が行われていない現状が推察される．鵜山・久米

（２００５）の調査では，産後１ヶ月の母親は，自分の思

いや育児方法などを認めて欲しいと考えていた．母親

の育児への思いや実践している育児方法を看護師が具

体的に聞いていくなかで，アドバイスを必要としなく

とも，ただ看護師の同意や確認が欲しい場合もある．

情緒的なサポートは，信頼関係を築くことに繋がると

項 目 n（％）１）
８領域の育児支援の合計点２）

中央値（２５％，７５％） p 値３）

看護専門教育で育児支援について授業を受けたか

受けた ５４（３０．７） １２７（１１５，１４０）
．２５６

受けない １２２（６９．３） １２４（１１４，１３６）

看護専門教育で児童虐待予防について授業を受けたか

受けた ２３（１３．１） １３０（１１８，１４６）
．１２９

受けない １５３（８６．９） １２４（１１４，１３６）

育児支援に関する研修会に参加したことがあるか

ある ３４（１９．２） １３６（１２９，１４９）
．００１

ない １４３（８０．８） １２３（１１３，１３４）

児童虐待予防に関する研修会に参加したことがあるか

ある ２７（１５．２） １３５（１２１，１４６）
．０３０

ない １５１（８４．８） １２３（１１３，１３５）

児童虐待予防の書籍や手引き書を読んだことがあるか

ある ８２（４６．３） １３０（１２０，１４１）
．００１

ない ９５（５３．７） １２０（１１１，１３２）

表２ 育児支援に関する知識
N＝１７８

［注］ １）欠損値を除く合計を１００％とした
２）８領域計４４項目の育児支援をどの程度行うかについて４段階で得た回答を数値化し，集計した
（１：全く行わない ２：あまり行わない ３：時々行う ４：必ず行う）

３）Mann�WhitneyのＵ検定
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考えられ，母親の思いや育児方針を把握し，それを尊

重することの重要性を理解してもらうための働きかけ

が必要である．

次に行っていた育児支援は【子どもの体調に合わせ

た育児方法の情報提供と教育】であり，伊庭他（２００３）

が実施した調査結果とも一致する結果となった．医療

機関では急性疾患や慢性疾患の子どもの診療に関わる

機会が多く，発熱や下痢・おむつかぶれなどの対応を

看護職は良く行っていることが考えられる．乳幼児は

発育過程で体調を崩しやすく発熱や下痢などへの対応

は多く母親の困りごとでもあり，問題が生じた際にす

ぐに相談でき解決することが求められる．近年情報過

多が不安を招いている現状も指摘されているが，異常

の見分けかたや受診のタイミングを相談できる場を情

報提供することは必要な支援といえる．

育児支援の中で【他機関との連携・母親に対するサ

ポートの場や情報提供】は，「必ず行う」および「時々

行う」という回答が最も少なかった．母親に子育て支

図１－１ 育児支援の実施状況
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援の場を紹介することや，母親の悩みを解決するため

のサポートに関する情報を提供することについては，

伊庭他（２００３）が行った調査でも十分行われていなかっ

た．８年を経過して実施した本調査の結果からも，依

然として小児科外来が子どもの病気を治療する場とし

て診療が主になっており，母親をサポートする場や情

報の提供が十分ではない現状にあることが推察され

た．近年，児童虐待予防の書籍や手引書などの整備が

行われ，児童虐待の発見・予防の視点から通報ケース

への対応が強調されてきてはいるものの，子育て相談

や子育て情報の提供など育児のサポートの場としての

小児科外来と保健センターとの連携はほとんど行われ

ていないといえる．４ヶ月児を持つ母親の母子保健

サービスの利用実態の調査では，母親が認知できてい

ないサービスや，利用率が低いサービスがあり，その

理由として，「サービスの利用方法がわからなかっ

た」，「利用できる月齢ではなかった」などの回答が

あった（大塚・高野・山下・中原，２００６）．このこと

図１－２ 育児支援の実施状況
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からも，看護職が地域において利用可能な育児支援

サービスの情報を得て，母親や家族にこれらのサービ

スの利用方法を知らせ，サービスを活用できるように

支援する必要がある．

【具体的な育児方法の情報提供と教育】では，全て

の項目で必ず行うと回答した人が１割以下であった．

乳幼児の母親が行う日常的な育児で不安に思うことが

多いと予測されるが，診療の補助が優先されている現

状があり，実施に至っていないと思われる．子どもが

健康に育つことを支援するためには，看護者独自の視

点で具体的な育児相談や保健指導を行うことが必要で

ある．

また，【母親を支援するためのアセスメント】もほ

とんどの項目で必ず行うと回答した人は２割以下であ

り，中でも［育児方針や育児への思いの確認］，［夫の

育児への協力の確認］，［親・姉妹・友人など相談相手

の有無の確認］では１割に満たなかった．本調査では，

アセスメントの過程も支援のプロセスの一部であると

考え，育児支援内容に含めたものの，母親を支援する

ためのアセスメントが十分に行われていない現状が明

らかになった．小児科外来の看護職が母親のニーズの

アセスメントを行い，ニーズに合った支援につなげる

ためには，子どもだけでなく母親も支援の対象者であ

ることや具体的なアセスメントの視点を理解できるよ

うな働きかけが課題である．

【子どもの成長・発達のアセスメント】は，必ず行

うと回答した人が２割程度であった．小児科外来では

身体の成長評価や病気の早期発見が期待されており，

身長・体重を確認している看護職は多いことが予測さ

れたが，３割程度であったことは，身体計測が医師へ

の情報提供に留まっていることが考えられる．【親子

の関係性発達のための支援】では，全ての項目で必ず

行うと回答した人は２割程度であったが，時々行うと

回答した人は５割程度になった．急性疾患で受診する

ことが多い小児科外来では，診療の補助業務のなかで，

子どもに対する母親の関わり方を観察する機会が多い

ため，親子の関係性にアセスメントを行うことは可能

であると考える．また最近は子どもに接する機会がな

いまま母親になる人も多い．そのため，子どもの感情

や行為の解釈のしかたや，子どもに触れるという相互

的な働きかけの重要性を伝えることは健全な母子関係

を育てる上で看護職が積極的に行うべき支援である．

２．育児支援の実施の頻度に関連する要因

外来看護師の育児支援の実施の程度は，小児看護経

験年数，勤務場所，勤務形態，看護職の配置人数や小

児が受診する１日の患者数との関連はみられなかっ

た．このことから，小児科外来における看護経験年数

は，治療的な側面での技術力獲得にはつながるが，育

児支援に関する視点の獲得にはつながらないことが推

測された．また，施設の忙しさの一つの指標となる患

者数や配置人数とも関連がみられなかったことから，

忙しさが育児支援を実施しない理由とはいいがたい．

しかし，多くの患者が診察を受ける外来は，一人の患

者に対応する時間に制約があるのが現状である．外来

において相談・指導時間に必要な看護師数の配置が困

難な理由として，２００６年の診療報酬改定に伴う外来の

人員不足の深刻化があるが，専門・認定看護師や専門

外来の導入率が低く，相談・指導できる能力をもつ看

護職を得にくいこと，また，施設の相談・指導体制が

遅れていることがあげられている（大津・佐伯・草

間，２００９）．外来の受診者と十分な関わりをもって話

を聞き指導できる人員体制の整備や環境づくりは急務

であり，今後は看護外来の設置も課題となる．

育児支援の実施の程度は職位，育児経験，児童虐待

事例に関わった経験との関連がみられた．管理職・責

任者は，施設での児童虐待予防の対応整備に関わり，

児童虐待事例が発生した際には，医師やスタッフとと

もに対応していることが関連したと推察される．ま

た，子どもとの接触や育児の経験者は，子どもへの興

味や子どもが何を要求しているかを認知する力が高い

ことが推測され，看護者自身の育児経験が育児支援の

関心や実践に結びついた可能性がある．児童虐待事例

に関わった経験は，経験だけでは適切な援助につなが

るものではないと考えるが，育児の状況をアセスメン

トする力や親を理解しようとする動機づけになってい

ることが考えられる．

平成１４年に日本医師会（社団法人日本医師会，２００２）

は「児童虐待の早期発見と防止マニュアル」を作成・

配布し普及に努め，日本看護協会も子どもの虐待予防

＆ケアハンドブックを作成し，子ども虐待の早期発見

と支援に関する指針をホームページ上に示している．

児童虐待に関する背景は複雑であり一様ではないが，

養育困難が予測される親への育児支援の必要性は述べ

られている．本調査で設定した育児支援項目の中に

は，母子関係や母親のサポート状況のアセスメント，

母親を受容する援助が含まれており，これらの内容は

児童虐待予防のための支援と共通する視点があるた

め，児童虐待予防への関心がある看護職や児童虐待予

防の対応が整備されている職場に勤務する看護職は，

育児支援の実施にも取り組んでいたことが考えられ

る．また，診療所よりも病院の方が育児支援を実施し

ていた理由として，病院での児童虐待予防の対応方法

の整備が診療所よりも進んでいることが，間接的に影

響した可能性はある．しかし，本調査内容では，児童

虐待事例に関わった経験がどのような内容のものであ

るかを尋ねてはいないため，経験内容の受け止め方で

回答に差が生じた可能性がある．また，研修会参加と

育児支援の実施との関連がみられたが，病院および診

療所どちらも研修会への参加者は２０％以下と少なく，
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育児支援についての研修会に，自ら参加するには至っ

ていないことが予測される．研修受講の機会が少ない

看護職のほとんどは，日常業務のなかで自らの子育て

経験や児童虐待ケースに関わった経験をもとに育児支

援を実践していることが示唆された．石川・林・伊

庭・丸・内田（２００２）は，看護・保育者を対象に子ど

も虐待の教育セミナーを計画・実施し，参加者が子ど

も虐待の早期発見のアセスメントの視点や具体的な関

わり方，他機関との連携の取り方など具体的な知識の

深まりを得たと評価している．また，小川他（２００４）

が看護職に行った認識調査では，看護師が育児支援を

行う上で課題にしていたことは，コミュニケーション

技術や専門的な知識・能力の向上であると述べてい

る．このことからも，小児科外来の看護職が，具体的

知識が得られるよう研修会参加の機会をもつことや有

効な実践が出来るように地域で活躍する母子保健従事

者と連携する機会をつくる必要があるといえる．

Ⅵ．研究の限界

本研究の対象は一つの市と周辺市町村での結果であ

りサンプル数や地域性の偏りがあり，小児科外来の看

護職全体を反映するには限界がある．また，小児科外

来の看護職による母親全般への育児支援の実態を把握

したいと考えたが，質問紙調査には限界があり，小児

科外来の看護職が，母親と子どもの状況をみて，個別

に必要性を判断して行っているかを知るためには，質

的研究の実施も必要となる．また，本研究では，育児

支援の授業や児童虐待予防の授業を受けたかを尋ねた

が，卒業後２０年以上を経過している人も多く，記憶の

曖昧さもあったと考えられる．
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厚生労動省（２０１３）．受療率．平成２３年患者調査の概況．

http：／／www．mhlw．go．jp／ toukei／saikin／hw／

kanja／１１／index．html（２０１４�５�１）
小川純子，伊庭久江，堂前有香，中村伸枝（２００４）．

看護師の行なう親への育児支援に関する認識．日本

小児看護学会誌，１４（１），３０�３５．
及川郁子（２００９）．Ⅱ外来看護の役割．及川郁子（監

修），子どもの外来看護．１８�２１，へるす出版，東京．
大井洋子（２００９）．Ⅱ健康教育．及川郁子（監修），子

どもの外来看護．１６４�１６５，へるす出版，東京．
大津佐知江，佐伯圭一郎，草間朋子（２００９）．外来看

護の質向上のための環境システム整備に関する調査．

看護科学研究，８，２１�２８．
大塚みゆき，高野政子，山下早苗，中原基子（２００６）．

４ヶ月児を持つ母親の母子保健サービスの利用実態

とサービスに対するニーズ．小児看護，３７，１１９�１２１．
齊藤泉（２０１３）．小児外来に勤務する看護職が認識す

る育児支援．北海道医療大学看護福祉学部学会誌，

９，１０１�１０６．
社団法人日本医師会（２００２）．児童虐待の早期発見と

防止マニュアル医師のために（解説）．日本医師会

雑誌，１２８（１付録），１�６３．
高橋泉（１９９９）．医療的ケアを要する乳幼児をもつ母

親のソーシャルサポートに対する認識．日本小児看

護学会誌，８（２），３１�３７．
鵜山愛子，久米美代子（２００５）．産後１ヶ月の母親が

必要としているソーシャル・サポートの検討．東京

女子医科大学看護学部紀要，４，１９�３１．

受付：２０１５年１１月３０日
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